
地域少子化・働き方改革について 

 

 

 

 

 
 
 

有配偶 
出生率 

保育環境の整備 

育児費用の支援 
・保育教育費 

・医療費 

住宅環境の整備 

出産知識の向上 

第２，３子育児 

負担の重さ 

未婚率・ 
初婚年齢 

結婚への意欲・ 

機会の減少 

働き方改革 
 

○雇用形態、賃金 
 
○労働環境 
・労働時間、休暇 
・通勤時間 

 
○妊娠出産育児支援 

結婚機会の増加 

出生率は、「未婚率・初婚年齢」と「有配偶出生率」によって規定される。それぞれが様々な要

因の影響を受けているが、その中で「働き方」は大きな部分を占めていると考えられる。 

出生率 

経済的・生活 

基盤の弱さ 

参考資料２ 

仕事と家庭の 

両立の困難さ 


